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要　約

　情報整備調査チーム基盤情報整備グループは特定課題の解析に資するデータの収集ならびに， 総合調査中ならびに調

査終了後において調査 ・ 解析 ・ 事業計画に必要な情報を GIS データとして提供するために， 神奈川県関連部局， 機関な

どが所有する自然環境情報を収集･整備･新規作成して統一フォーマットに変換された GIS データを作成し， データベース

（e-TanzawaBase） の構築を行い， 自然環境情報ステーション e-Tanzawa に登録した

　情報整備調査チーム丹沢大山保全対策データベース構築グループは， 過去に神奈川県が実施した丹沢大山保全対策事業

に関する基本文献， 行政関係書類， 事業資料のリスト化ならびにデジタルアーカイブの作成を行い， e-TanzawaBase に資料

の登録を行った． 文書資料は e-TanzawaSupport を通して，WEB 配信を行い，位置情報を含む資料は GIS データ化を行った．

1. 基盤情報の整備

(1) はじめに

　神奈川県では， 昭和 54 年に林務課 （当時） が 「林政

情報システム」 を稼動させたのを皮切りに， 現在では各部

局 ・ 機関において地理情報を含む各種情報は GIS データ

としての保存が進みつつあるが （GIS 利用にかかる庁内連

絡会議 , 2001）， こうしたシステムは個別の業務システムと

して単独で運用される形態がとられ， ネットワーク対応のシ

ステム構成にはなっていない （笹川ほか , 2005）． 自然再

生事業の推進においては， 関係機関が個別に保有してい

るデータベースを統一し有効に活用することが重要であり，

地域性を重視する自然再生事業では，地域を特定すれば，

自然情報や土地利用情報， 事業内容などあらゆるデータ

を串刺しにして抽出することのできる GIS データベースが必

要である （環境省編 , 2004）．
　なお， 林政情報システムは， 他県で構築されている森林 
GIS と同様， 当初， 正射写真図を基に地図情報を入力し，

その後機器の変更 ・ 更新に伴うシステムの改良， データの

更新 ・修正 ・追加を行っている． 現在入力されているデー

タは平成 12 年に整備され， 県全域で 319 面ある森林計画

図をベースとしたベクタデータに属性として森林簿情報等が

付与されており， 定型的な作業では簡易利用システムが用

意されている （木平ほか , 1998）．
　しかし， 例えば， モントリオールプロセスにおける生物多

様性保全に関する基準と指標では， 通常の森林簿では自

然環境情報の不足， それに加えてデータ更新システムに

限界があり， 森林簿情報のみで森林生態系を長期に渡りモ

ニタリングを実施するのは不可能であり （白石 , 1999）， 森

林簿のみにデータを依存するのは問題がある （吉田ほか , 
2005） と言われている． 同様に総合調査では，ワークショッ

プ等の議論をもとに丹沢大山が抱える早急に解決すべき主

要な問題として， ブナ林の衰退， 人工林の劣化， 地域の

自立的再生， の地域に固有の 3 つの課題と， これらの地

域に横断的にかかわる，ニホンジカの影響，希少種の減少，

外来種の増加， 自然公園の過剰利用， 渓流生態系の悪

化の 5 つの課題， 計 8 課題を特定課題として重点的かつ

分野横断的に調査することになったため （丹沢大山総合調

査実行委員会調査企画部会 , 2006）， 林政情報システムだ

けでは情報が不十分であった．

　そこで， 総合調査では情報整備調査チーム基盤情報整

備グループが特定課題の解析に資するデータの収集なら

びに， 総合調査終了中ならびに調査終了後において調

査 ・ 解析 ・ 事業計画に必要な情報を GIS データとして

提供するために， 神奈川県関連部局， 機関などが所有

する自然環境情報を収集･整備･新規作成して統一フォー

マットに変換された GIS データを作成し， データベース

（e-TanzawaBase） の構築を行い，自然環境情報ステーショ

ン e-Tanzawa に登録した．

　対象としているデータ項目は， 自然環境を解析するうえで

必要な， 生きもの， 水と土に関する環境関連項目のほか，

登山道荒廃状況， レクリエーション施設などの地域に関する

社会関連情報，地形，数値地図などの基盤情報を含む．デー

タ整備の対象範囲は， 丹沢山地を含む 8 市町村とした．

　ただし， 本調査はデータ収集から解析までが 2 年間という

短期間で，なおかつ，丹沢大山地域に関する自然環境デー

タはデジタル化されていないものが多く， GIS データ化の作

業に大幅な時間を取る必要があったため， 実際のところは，

必要度の高いものから優先的に対象を絞って行った．

(2) 調査方法

　自然環境情報データの媒体は GIS データのみならず，

テキストデータ， 印刷物ベースの地図， 空中写真， 衛星

画像などを収集した． e-TanzawaBase では最終統一フォー

マットは， GIS データについては一般に広く使われている 
GIS ソフト ESRI 社 ArcGIS 準拠のシェープファイル形式とし

た． また， 衛星画像･空中写真については GeoTIFF 形式

とした． GeoTIFF 形式の画像ファイルは画像ファイルに付

属した地理情報ファイルを必要とすることなく， 画像ファイル

自身に地理情報が書き込まれているために， GIS ソフトの

制限がない点で汎用性がある． それぞれに与える座標系

形式は緯度と経度で表現される地理座標系ではなく， 東西 
- 南北軸に沿った距離を正確に表す投影座標系とした． 投

影座標系には日本直角平面座標系第 9 系を使用した． 測

地系は平成 14 年 4 月に施行された測量法および水路業
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務法の一部を改正する法律 （平成 13 年法律第 53 号） に

従い JGD2000 とした．

　最後に， いずれもそれぞれのファイルに， データについ

て説明する情報であるメタデータを付与した． メタデータ

の形式は現在 ISO （International Standards Organization: 
国際標準化機構） により， 内容の統一された標準規

格が制定されようとしている （パスコ , 2001）． そこで，

e-TanzawaBase では ISO 準拠の日本語規格に沿った形式

でメタデータの作成を行なった．なお，要約にはファイル名，

作成年， 範囲， 座標系， フィーチャの種類， 説明をわか

る範囲で記入した．

(3) 調査結果

　メタデータ付与までのデータ加工作業内容は， 収集

されたデータの種類が GIS データ， 印刷物ベースの地

図， 衛星画像空中写真のいずれかによって工程が異な

る． ここでは， 種類別に加工作業の概要と平成 17 年度に

収集したデータを報告する． なお， 平成 17 年 3 月現在

で e-TanzawaBase にメタデータを登録してあるデータは

e-Tanzawa 「GIS データ一覧」 サイトを参照のこと．

A. GIS データの収集

　調査開始時には基本的に環境省自然環境情報 GIS や国

土地理院数値地図等，一般で手に入る GIS データおよび，

神奈川県が業務用に作成した各種 GIS データしか存在し

ていなかった． 平成 17 年度に地図基本要素として追加し

たデータは表 1 のとおりである． 地図表示の際の基本要素

となる 1 / 25,000 基盤情報データ， 最終的に出力される地

図の背景として標準的な 1 / 50,000 地形図， 総合解析に資

する土壌図， 地質図， 都市情報システム， 河道構造デー

タベースを収集した． いずれも， 外部機関から購入または

貸与されたものなので， 調査団内の使用は可能であるが，

一般に配布することはできない．

B. 衛星画像 ・ 空中写真の収集

　神奈川県の森林関係部局ならびに各機関では森林基本

台帳やその他地図作成のために， 多時期にわたるオルソ

（正射投影） 化された印刷物ベースの空中写真を所有して

いる． そこで， まず， これらの写真を収集してスキャニング

を行なった． 次に， 空中写真の外枠に記載されている経緯

線をもとに GCP （Ground Control Point: 地上基準点） を与

えてジオリファレンスを行なった． ジオリファレンスをするに

あたっては， 写真の歪みを幾何補正しなくてはならないが，

画像上の位置から既存地図上の位置に変換する式を求め

る幾何補正式はアフィン関数を採用し， 縦横まっすぐにラ

スターの網目を切り直し， それぞれの網目の値を計算し直

すリサンプリング内挿法には最近隣内挿法を採用した． 最

後に， 印刷物ベースの空中写真から写真部分を切り出し，

GeoTIFF ファイルに変換した． その他， ジオリファレンス済

み空中写真ならびに衛星画像に対しては画像ファイルに付

属した地理情報ファイル （ワールドファイル） をもとにファイ
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表 1. 追加された GIS データ
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表 2. 整備された衛星画像および空中写真
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ル変換を行い， GeoTIFF 化作業を行なった．

　平成 16 年度で空中写真のスキャンが終了したが， ジオ

リファレンスについては一部の画像に留まっていた． 平成 
17 年度はジオリファレンスが完了したので， すべての画像

を GIS 上で示すことが可能になった （表 2）． また， 新た

に 1946 年に米軍が撮影した空中写真を取得したので， 時

系列解析を長期間にわたり行なうことが可能となった． 1977 
年以降はかなりの画像量であるが， 年代ごとに画像範囲 ・

色調 ・ 分解能が異なるので， いかに解析に活用するかが

今後の課題になると考えられる． 図 1～ 10 に各年代の画

像範囲を示す． なお， 2000 年空中写真および各時点の 
LANDSAT データは丹沢大山地域全域をカバーしているの

で図を省略した．

C. 印刷地図の GIS データ化

　地図作成時や総合解析時に必要になると考えられたデー

タを優先的に GIS データ化した． 平成 17 年度に追加した

データを表 3 に示す．

　この工程では， 印刷物ベースの地図からポリゴンフィー

チャを格納したシェープファイル作成を行なった． まず， 地

図をスキャニングした． 鮮明な画像として保存するために，

解像度は 400dpi に設定した． また， 保存ファイル形式は

画像のディテールを破棄しない bmp 形式または TIFF 形式

とした．上記の設定で RGB カラーでスキャニングを行なうと，

A1 サイズの地図でおおむね 350～ 750MB のファイルサイ

ズになった． 次に，統一フォーマットに整えられた GIS デー

タを基に， 山頂などのポイントに GCP を与えてジオリファレ

ンスを行なった． 最後に， ジオリファレンスを終えたファイル

を参照レイヤとして， 境界線上をトレースし， ポリゴンフィー

チャの作成ならびにデータベースへの入力を行なった．

D. 1 次加工によって作成したデータ

　DEM などを用いた計算によって， 1 次加工して作成した

データを表 4 に示す．

(4) おわりに

　今回の総合調査で， 優先度の高いデータについては多

くの種類を収集および GIS 化 ・デジタル化したが， 金子が

述べているとおり （環境省 , 2004） GIS にかかるコストと労

力のほとんどは， 混沌とした現実世界から景観要素をデジ

タル化し， データベースを構築する部分に費やされる． し

かし， 多様な利害関係者の合意形成を目指す丹沢大山総

合調査のようなプロジェクトにおいては， 1. これまで散在し

ていた多種多様な既存の情報の重ね合わせによる評価が

可能になる， 2. 誰が見てもビジュアルで理解しやすい， 3. 
データ管理の継続性およびデータの共有性が発揮できるの

で， GIS データベースを構築する事は避けて通れない道だ

と考えられる．

2. 丹沢大山保全対策データベースの整備

(1) はじめに

　情報整備調査チーム丹沢大山保全対策データベース

構築グループは， 過去に神奈川県が実施した丹沢大山

保全対策事業に関する基本文献， 行政関係書類， 事業

資料のリスト化ならびにデジタルアーカイブの作成を行い，

e-TanzawaBase に資料の登録を行った． 文書資料に関し

ては PDF 化を行い， e-TanzawaSupport を通して WEB 配
信を行なった．位置情報を含む資料は GIS データ化を行っ

た． ここでは， 主に平成 17 年度に収集した GIS データ化

した資料について報告する． なお， 平成 17 年 3 月現在で 
e-TanzawaBase にメタデータを登録してあるデータは附表 
1 に示す．
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表 3. 追加した印刷物の GIS データ

表 4. 一次加工によって作成したデータ
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図 1. 1946 年空中写真画像範囲 図 2. 1977 年空中写真画像範囲

図 3. 1978 年空中写真画像範囲 図 4. 1982 年空中写真画像範囲

図 5. 1983 年空中写真画像範囲 図 6. 1984 年空中写真画像範囲

図 7. 1988 年空中写真画像範囲 図 8. 1997 年空中写真画像範囲
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(2) 調査方法

A. 資料のデジタル化

　学術調査報告書， 自然環境総合調査ほか基本報告書，

基本文献に加えて丹沢に関する重要性， 希少性の高い報

告書， 資料， 地図， について関係者･機関などにヒアリング

して文献リストを作成後， 各種資料を収集しデジタル化した．

　平成 16 年度は保全センターにおいて外部公開してい

る資料類を中心に資料を収集し， 随時デジタル化を行い 
e-TanzawaSupport 資料室に掲載した． 平成 17 年度は総

合解析ならびに丹沢大山保全計画の改訂に資するデータ

の収集を優先的に行なうとし， データ収集範囲を次のとおり

とした．

　 ・丹沢大山保全対策関係情報

　 ・行政関係情報

　 ・自然環境保全センター研究部関係情報

　 ・丹沢大山自然環境総合調査関係情報

　 ・丹沢大山総合調査関係情報

　収集したデータは GIS データ化や整理表の作成を行い，

e-TanzawaBase に登録を行なった． e-TanzawaBase 内で

は基盤情報データと同様にメタデータをデータベース管理

しているため， キーワードでファイルごとに検索できるほか，

保全対策， 生きもの， 水土， 地域再生の分野別カテゴリー

でも検索可能である． また， メタデータには情報活用に関

するルール作成検討会の結果を受け， 一般公開の可否に

関するフィールドも設定した．

B. 公開調整

　一般公開を前提とした著作権や利用ルールなどの調整を

行った． なお， 総合調査期間中は暫定的に調査団内部に

限定して公開した．

(3) 調査結果

A. 丹沢大山保全対策関係情報

　まず， 丹沢大山保全対策推進会議作業部会で収集され

た保全対策事業実施アンケート結果を元に， 事業実施箇

所の GIS データ化と保全対策事業整理表の作成を行なっ

た． GIS の属性データにはアンケート項目に従い， 実施年

度， その他事業に関連する内容を与えた （図 11）． 事業

整理表は構成事業の実施内容 （1256 件） ごとに次の項目

で整理した．

　 ・年　　　　　　　　　　　 ・ 実施内容

　 ・実施事業名　　　　　 ・数量

　 ・細々事業名　　　　　 ・単位

　 ・実施機関　　　　　　  ・ 実施内容ごとの金額

　 ・市町村 ･ 大字　　　  ・地名 ・路線名

　 ・実施事業の総額　　 ・大流域名

　その他， ニホンジカ保護管理計画事業に関して GIS デー

タを収集した．

B. 行政関係情報

a. 県関係 （治山基本図 ・ 砂防図 ・ 施業履歴 ： 図 12）

・治山基本図

　治山施設は各地域県政総合センター等が個別に管理し

ており， 現状では， 位置情報は紙ベースの治山基本図 （1 
/ 5,000） のみであった （津久井管理区域を除く）． そこで，

各事務所から治山基本図を借用し，400dpi でモノクロスキャ

ンを行い， 治山施設設置箇所をポイントデータ化した． 属

性には設置年度および施設種別を与えた．

・ 砂防図

　県作成の砂防図（1 / 5,000）を 400dpi でカラースキャンし，

砂防指定地をラインデータ化し， 片側 75m でバッファを発

生させ砂防指定地とした．

・ 施業履歴

　紙ベースで保管されている県行造林地の施業履歴を施番

単位で入力した．

b. 国関係 （国有林林班界 ・ 機能類型別区分 ・ 国有林内

治山施設図 ： 図 13）

・ 国有林林班界

　国有林野施業実施計画図 （1 / 20,000）を 400dpi でカラー

スキャンし， 林班をポリゴンデータ化した． 属性には林班番

号を与えた．

・ 機能類型別区分 ・ 緑の回廊

　林野庁の指定する機能類型および緑の回廊を国有林林

班界データに与えた． ただし， 一部小班単位で機能類型

が与えられている箇所があったので， その箇所に関しては

小班のポリゴンを新たに作成した．

・ 国有林内治山施設図

　国有林野施業実施計画図に記入されていた治山施設設

置箇所をポイントデータ化した． 属性には設置年度および

施設種別を与えた．

図 9. 2004 年空中写真画像範囲 図 10. イコノス画像範囲画像  東 （2002 年）， 西 （2001 年）
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図 12. 県関係行政データ

図 11. 事業実施箇所
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図 13. 国関係行政データ
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表 5. 自然環境保全センター研究部関係情報
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c. 自然環境保全センター研究部関係情報

　既往の神奈川県森林研究所研究報告， 自然環境保全セ

ンター研究部実施事業等の調査結果を GIS 化した． 表 5
に GIS したデータのリストを示す． 平成 17 年度は主にブナ

に関するデータが多数を占めた．

d. 丹沢大山自然環境総合調査関係情報 （表 6）

　1997 発行の丹沢大山自然環境総合調査報告書記載の

地図， 付図， 目録の GIS データ化を行った． 地図と付図

に関しては原図をスキャンし， ジオリファレンスを行い， 地

点図の場合はポイントデータ，分布図の場合はポリゴンデー

タ化した． 目録に関しては， 文献をスキャン後， OCR ソフ

トでテキスト化し， 誤判読の修正， 同一種が複数個所で

確認されている場合は個別にレコードを作成した． ただし，

確認箇所は○○山等ポイントが絞れない記載が多かったた

め， 記載箇所が含まれる 3 次メッシュを単位とした．

e. 丹沢大山総合調査関係情報 （表 7）

　丹沢大山総合調査で報告された調査結果を GIS データ

化した． 紙ベースで提出された調査結果は原図をスキャン

し，ジオリファレンスを行い，地点図の場合はポイントデータ，

分布図の場合はポリゴンデータ化した． GPS によって位置

取得が行なわれたものは， デジタルデータから直接 GIS 
データ化した．

(4) おわりに

　本調査で， 優先度の高いデータについて基盤となる自然

環境情報を GIS データ化した． 今後は総合調査から導か

れた保全対策事業の実績データやモニタリングデータの蓄

積にステージが移行していかねばならない．
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表 6. 丹沢大山自然環境総合調査関係情報



666

���� �� ������ �� ��
����� ���� ������ ����������
������� ���� ������ ����������
�������� ���� ������ ����������
�������������� ���� ������ ���������
�������������� ���� ������ ���������
��������������� ���� ������ ������ �����������
����������� ���� ������� ������ �����������
���������������� ���� ��� ������ �����������
������������ ���� ������� ������ �����������
��������������� ���� ������� ������ �����������
������������� ���� ������� ������ �����������
������������ ���� ������� ������ �����������
������������ ���� ������� ������ �����������
�������������� ���� ������� ������ �����������
������������ ���� ������� ������ �����������
������������� ���� ������� ������ �����������
��������������� ���� ������� ������ �����������
���������������� ���� ������� ������ �����������
���������������� ���� ������� ������ �����������
���������������� ���� ������� ������ �����������
������������� ���� ������� ������ �����������
����������� ���� ������� ������ �����������
����������� ���� ��� ������ �����������
���������� ���� ��� ������ �����������
����������� ���� ��� ������ �����������
������������ ���� ��� ������ �����������
������������� ���� ��� ������ �����������
����������� ���� ��� ������ �����������
����������� ���� ��� ������ �����������
��������� ���� ��� ������ �����������
��������� ���� ��� ������ �����������
����������� ���� ��� ������ �����������
�������������� ���� ��� ������ �����������
���������������� ���� ��� ������ �����������
�������������� ���� ��� ������ �����������

表 7. 丹沢大山総合調査関係情報
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附表 1丹沢大山保全対策データベース （平成 17 年 3 月現在） .


